
（単位：百万円）連結貸借対照表（資産の部）
科　目 令和3年度 令和4年度

現 金 及 び 預 け 金 415,510 375,844
買 入 金 銭 債 権 55,335 54,258
金 銭 の 信 託 0 0
有 価 証 券 406,170 383,700
貸 出 金 415,967 406,804
外 国 為 替 174 97
そ の 他 資 産 6,988 7,094
有 形 固 定 資 産 6,425 7,018
建 物 1,628 2,183
土 地 3,783 3,783
リ ー ス 資 産 105 181
建 設 仮 勘 定 254 24
その他の有形固定資産 654 844

無 形 固 定 資 産 118 122
ソ フ ト ウ ェ ア 98 102
その他の無形固定資産 20 20

繰 延 税 金 資 産 2,613 2,418
債 務 保 証 見 返 257 220
貸 倒 引 当 金 △ 2,659 △ 2,496
資 産 の 部 合 計 1,306,904 1,235,084

（単位：百万円）（負債及び純資産の部）
科　目 令和3年度 令和4年度

預 金 積 金 1,174,569 1,175,775
借 用 金 66,867 4,023
そ の 他 負 債 2,033 1,960
賞 与 引 当 金 299 287
退職給付に係る負債 423 407
役員退職慰労引当金 87 92
睡眠預金払戻損失引当金 0 －
偶 発 損 失 引 当 金 28 28
繰 延 税 金 負 債 － －
再評価に係る繰延税金負債 139 138
債 務 保 証 257 220
負 債 の 部 合 計 1,244,707 1,182,934
出 資 金 2,550 2,538
利 益 剰 余 金 60,872 62,002
処 分 未 済 持 分 △0 △ 1
会 員 勘 定 合 計 63,422 64,539
その他有価証券評価差額金 △ 476 △ 11,678
土地再評価差額金 △ 1,415 △ 1,416
評価・換算差額等合計 △ 1,891 △ 13,095
非 支 配 株 主 持 分 665 705
純 資 産 の 部 合 計 62,196 52,150
負債及び純資産の部合計 1,306,904 1,235,084

連結による最近５年間の主要な経営指標の推移
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

連 結 経 常 収 益 （ 千 円 ） 12,195,586 12,367,727 12,376,903 12,083,569 11,847,583
連 結 経 常 利 益 （ 千 円 ） 1,741,885 1,609,813 1,678,197 1,977,099 1,739,720
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,215,010 1,060,399 1,104,676 1,211,976 1,205,351
連結純資産額（百万円） 65,162 61,265 65,246 62,196 52,150
連結総資産額（百万円） 1,169,422 1,167,416 1,300,421 1,306,904 1,235,084
連結自己資本比率（％） 16.54 15.86 16.37 16.16 16.01

直近の事業年度における事業の概況
令和4年度の連結貸借対照表の総資産額は12,350億円、純資産額521億円となりました。収益面につきましては、経常利益は17億39百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は12億5百万円と
なりました。
また、当金庫グループの健全性・安全性を示す連結自己資本比率は16.01%となりました。

当金庫グループの主要な事業内容
きのくに信用金庫グループは、きのくに信用金庫およびその子法人等1社により構成され、信用金庫業務を中心に金融サービス等を提供しております。

子会社等の状況
会社名 所在地 主要業務内容 設立年月日 資本金

（百万円） 当庫議決権比率 子会社等の
議決権比率

きのくに信用保証
株式会社 和歌山市本町二丁目38番地 信用保証業務 平成10年5月28日 15 10％ ─

子法人等 きのくに信用保証株式会社

きのくに信用金庫
本店のほか42支店

連結情報
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（単位：千円）連結損益計算書
科　目 令和3年度 令和4年度

経 常 収 益 12,083,569 11,847,583
資 金 運 用 収 益 9,726,522 9,812,725
貸 出 金 利 息 5,351,433 5,072,913
預 け 金 利 息 661,445 821,748
有価証券利息配当金 3,386,746 3,529,737
そ の 他 の 受 入 利 息 326,897 388,325

役 務 取 引 等 収 益 1,480,168 1,366,208
そ の 他 業 務 収 益 247,942 277,413
そ の 他 経 常 収 益 628,935 391,236
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 153,094
償 却 債 権 取 立 益 200,567 35,720
そ の 他 の 経 常 収 益 428,367 202,420

経 常 費 用 10,106,470 10,107,863
資 金 調 達 費 用 232,793 179,572
預 金 利 息 183,935 139,543
給付補塡備金繰入額 4,871 1,514
借 用 金 利 息 41,016 35,557
コ ー ル マ ネ ー 利 息 － －
そ の 他 の 支 払 利 息 2,969 2,956

役 務 取 引 等 費 用 1,120,282 1,084,547
そ の 他 業 務 費 用 364,381 1,486,577
経 費 7,631,457 7,262,255
そ の 他 経 常 費 用 757,556 94,910
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 653,561 －
そ の 他 の 経 常 費 用 103,994 94,910

経 常 利 益 1,977,099 1,739,720
特 別 利 益 15,766 2,096
固 定 資 産 処 分 益 15,766 2,096

特 別 損 失 161,375 24,903
固 定 資 産 処 分 損 131,492 24,903
減 損 損 失 29,883 －

税金等調整前当期純利益 1,831,489 1,716,913
法人税、住民税及び事業税 518,960 276,997
法 人 税 等 調 整 額 74,748 194,289
法 人 税 等 合 計 593,709 471,287
当 期 純 利 益 1,237,780 1,245,625
非支配株主に帰属する当期純利益 25,803 40,273
親会社株主に帰属する当期純利益 1,211,976 1,205,351

（単位：千円）連結剰余金計算書
科　目 令和3年度 令和4年度

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 － －
資 本 剰 余 金 増 加 高 － －
資 本 剰 余 金 減 少 高 － －
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 － －
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高 59,877,728 60,872,161
利 益 剰 余 金 増 加 高 1,211,976 1,206,819
親会社株主に帰属する当期純利益 1,211,976 1,205,351
土地再評価差額金取崩額 － 1,467

利 益 剰 余 金 減 少 高 217,543 76,168
配 　 　 当 　 　 金 76,208 76,168
土地再評価差額金取崩額 141,335 －

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 60,872,161 62,002,812

事業の種類別セグメント情報
　連結会社は信用金庫業務以外に一部で信用保証等の事業を営んでおりますが、それらの事
業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載して
おりません。

連結財務諸表の作成方針
1．連結の範囲に関する事項
　（1）連結される子会社及び子法人等　　　　　　1社
　　  会社名
　　  　きのくに信用保証株式会社
　（2）非連結の子会社及び子法人等
　　  該当ありません。

2．持分法の適用に関する事項
　　  該当ありません。

3．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
　　  連結される子会社及び子法人等の決算日は、連結決算日と一致しております。

4．のれんの償却に関する事項
　　  該当ありません。

5．剰余金処分項目等の取扱いに関する事項
　　   連結剰余金計算書は、連結会計年度において確定した剰余金処分に基づいて作成して

おります。

（単位：百万円）連結リスク管理債権の状況
令和3年度 令和4年度

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権 2,136 1,767
危 険 債 権 9,305 9,629
三 月 以 上 延 滞 債 権 32 2
貸 出 条 件 緩 和 債 権 1,018 1,283
小 　 　 計 （ A ） 12,492 12,682
正 常 債 権 （ B ） 404,024 394,609
総 与 信 残 高（ A ）+（ B ） 416,517 407,292

（注） 1. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再
生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及び
これらに準ずる債権です。
2. 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経
営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能
性の高い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。
3. 「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上
遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」及び「危険債権」
に該当しない貸出金です。
4. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び
「三月以上延滞債権」に該当しない貸出金です。
5. 「正常債権」（B）とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、
「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「三月以上延滞債権」及び「貸
出条件緩和債権」以外の債権です。
6. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象と
なる債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の
支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証
券の私募 (金融商品取引法第 2条第 3項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、
「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるも
の並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用
貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。
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■注記事項　連結貸借対照表関係（4年度）
1．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、その他有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算
定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行ってお
ります。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。
3．当金庫の有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、平成10
年4月1日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに平成28年4月1日以後に
取得した建物附属設備及び構築物 については定額法）を採用しております。また、主な
耐用年数は次のとおりであります。
　　建　物　34年～50年　その他　3年～5年
　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基
づき、主として定額法により償却しております。
4．当金庫の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい
う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、
債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債
権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込ん
で計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績又は倒産実績を基礎とし
た貸倒実績率又は倒産確率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、算
定しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した総合監査部が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は 6,475百万円であります。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績
率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。
5．退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については期間定額基準によっております。また、数理計算上の差異の費用
処理方法は次のとおりであります。
　　数理計算上の差異　　 各連結会計年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（11年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌連結会計年度から費用処理

　「退職給付に係る負債」については、信用金庫法施行規則別紙様式に基づき、退職給
付債務に未認識数理計算上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を計上し
ております。
　当金庫並びに連結される子会社及び子法人等は、複数事業主（信用金庫等）により設
立された企業年金制度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫並びに連結
される子会社及び子法人等の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することがで
きないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の掛金等に占める当金庫
並びに連結される子会社及び子法人等の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとお
りであります。
　①　制度全体の積立状況に関する事項（令和4年3月31日現在）
　　　　年金資産の額 1,740,569百万円
　　　　年金財政計算上の数理債務の額と
　　　　最低責任準備金の額との合計額 1,807,426百万円
　　　　差引額 △66,857百万円
　②　 制度全体に占める当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の掛金拠出割合
　　　（令和4年3月31日現在）　0.7069％
　③　補足説明
　　 　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高162,618百万
円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年0ヵ月の元利均
等定率償却であり、当金庫並びに連結される子会社及び子法人等は、当連結会計年
度の連結財務諸表上、当該償却に充てられる特別掛金130百万円を費用処理してお
ります。

　　 　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗
じることで算定されるため、上記②の割合は当金庫並びに連結される子会社及び子
法人等の実際の負担割合とは一致しません。

　　 　当金庫並びに連結される子会社及び子法人等の確定拠出制度への要拠出額は、45
百万円であります。

6．会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結財務諸表にその額を計上した項目で
あって、翌連結会計年度に係る連結財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるもの
は、次のとおりです。
貸倒引当金　2,496百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として4.に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」でありま
す。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得
能力を個別に評価し、設定しております。また、新型コロナウイルス感染症及び物価高
騰に伴う経済への影響については、今後一定期間続くものと想定し、当金庫並びに連結
される子会社及び子法人等の貸出金等の信用リスクに一定の影響があると仮定しており
ます。
　なお、新型コロナウイルス感染症及び物価高騰の影響が当初の想定より変化した場合
や、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌
連結会計年度に係る連結財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があ
ります。
繰延税金資産　2,418百万円
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によっ
て見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響
を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場
合、翌連結会計年度の連結財務諸表において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与え
る可能性があります。
7．有形固定資産の減価償却累計額 9,351百万円
8．信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のと
おりであります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の
償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発
行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、
外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上
されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券
（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）であります。
　　　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 1,767百万円
　　　危険債権額 9,629百万円
　　　三月以上延滞債権額 2百万円
　　　貸出条件緩和債権額 1,283百万円
　　　合計額 12,682百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続
開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準
ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績
が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延し
ている貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないもの
であります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の
減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め
を行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞
債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
9．出資1口当たりの純資産額 1,013円91銭

10．金融商品の時価等に関する事項
　令和5年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお
りであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注１）参照）。なお、市場価
格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

連結貸借対照表
計上額（百万円）

時　価
（百万円）

差　額
（百万円）

（1）現金及び預け金（＊1）
（2）買入金銭債権
（3）有価証券
　　　満期保有目的の債券
　　　その他有価証券
（4）貸出金（＊1）
　　　貸倒引当金（＊2）

375,844
54,258

49,300
333,952
406,804
△2,343

376,703
54,397

46,195
333,952

858
139

△3,104
－

404,461 408,796 4,334
金融資産計 1,217,817 1,220,045 2,227

（1）預金積金（＊1）
（2）借用金（＊1）

1,175,775
4,023

1,175,672
4,105

△102
81

金融負債計 1,179,798 1,179,778 △20
デリバティブ取引（＊3）
　ヘッジ会計が適用されていないもの
　ヘッジ会計が適用されているもの

0
－

0
－

－
－

デリバティブ取引計 0 0 －

（＊1） 現金及び預け金、貸出金、預金積金及び借用金の「時価」には、「簡便な計算
により算出した時価に代わる金額」が含まれております。

（＊2） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊3）  その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
（注1）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
　⑴現金及び預け金
　　 　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区
分ごとに、市場金利で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しており
ます。

　⑵買入金銭債権
　　 　買入金銭債権は、取引金融機関から提示された価格等によっております。
　⑶有価証券
　　 　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
等によっております。投資信託は、取引所の価格または公表されている基準価額に
よっております。
⑷貸出金
　　 　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個
別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額とし
て記載しております。

　　 ①　 破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フロー
の見積りが困難な債権については、連結貸借対照表中の貸出金勘定に計上して
いる額（貸倒引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）

　　 ②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
　　③　 ①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利

金の合計額を市場金利で割り引いた価額
　金融負債
　⑴預金積金
　　 　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時
価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、
将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に
代わる金額として記載しております。その割引率は市場金利を用いております。

　⑵借用金
　　 　借用金は、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を市場金利で
割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載してお
ります。

　デリバティブ取引
　　 　デリバティブ取引は、通貨関連取引（通貨先物）であり、割引現在価値等により
算出した価額によっております。

（注2） 市場価格のない株式等及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであ
り、金融商品の時価情報には含まれておりません。

区　　　　分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式（＊1） 52
組合出資金（＊2） 394

合　　　　計 447

（＊1） 非上場株式については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の
開示に関する適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象
とはしておりません。

（＊2） 組合出資金については、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会
計基準の適用指針」（令和3年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象
とはしておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
1年以内
（百万円）

1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預け金（＊1）
買入金銭債権
有価証券
　満期保有目的の債券
　 その他有価証券のうち
満期があるもの
貸出金（＊2）

138,844
75

29,478
       500
28,978

51,817

146,000
182

70,134
       1,300
 68,834

153,832

10,000
－

73,029
       －

     73,029

110,305

81,000
54,000
155,591
47,500           
 108,091

79,060
合　　　計 220,215 370,149 193,334 369,651

（＊1）現金及び預け金のうち、満期のない預け金は「1年以内」に含めております。
（＊2） 貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定

額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。
（注4）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

1年以内
（百万円）

1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預金積金（＊）
借用金

1,110,205
1,527

65,352
2,170

12
325

203
－

合　　　計 1,111,733 67,522 337 203

（＊）預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。
11．当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

退職給付債務 △3,420百万円
年金資産（時価） 　3,251
未積立退職給付債務    △169
未認識数理計算上の差異    △238
連結貸借対照表計上額の純額   △407
退職給付に係る負債   △407

■注記事項　連結損益計算書関係（4年度）
1．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2．出資1口当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額　　23円71銭

※ その他注記項目で単体と同じ内容のものは記載を省
略しております。40 THE KINOKUNI SHINKIN BANK 
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